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1.　はじめに

日本の電波法では 3 THz 以下の電磁波と定義され
ている．図１に示しているように，学術中心の IEEE
学 会 （The Institute of Electrical and Electronics 
Engineers） と 産 業 中 心 の 国 際 電 気 通 信 連 合 （ITU: 
International Telecommunication Union） の周波数毎
の定義は少し異なっている．マイクロ波 （Microwave）　
は明確な定義されている用語ではなく，より狭い範囲や
より広い範囲に対して用いられることもある（一般的
には波長 1 m から 100 μ m，周波数 300 MHz から 3 
THz の電波）．ITU は波長毎にそれぞれ，UHF （Ultra 
High Frequency）（300-3000 MHz]； SHF （Super 
High Frequency）（3-30 GHz]; EHF （Extra High 
Frequency）（30-300 GHz]; THF （Tremendously High 
Frequency） （300-3000 GHz], と定義している 1）．日本
の総務省は ITUの定義をそのまま用いている 2）．ここで，
SHF の波長は 1 cm-10 cm のため，センチメートル波

およびセンチ波と呼ばれていたこともある 3）．本報告書
では，UHF，SHF，EHF，THF すべて範囲の電波を「マ
イクロ波」として用いることとする．

図１　300 MHz ～ 3 THz 電波の周波数割当

UHF の波長は，10 cm - 1 m で，波長 1 m - 10 m の
超短波に比べて直進性が更に強くなるが，多少の山や建
物の陰には回り込んで伝わることもできる．伝送できる
情報量が多く，小型のアンテナと送受信設備を用いて通
信に用いることができることから，携帯電話や業務用無
線を初めとした多種多様な移動通信システムを中心に，
地上波デジタルＴＶ，空港監視レーダー，電子タグ，電
子レンジ等幅広く利用されている．

SHF の波長は，1 cm - 10 cm で，直進性が強い性質
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を持つため，特定の方向に向けて放射するのに適してい
る．伝送できる情報量が非常に多いことから，主に放送
の送信所間を結ぶ固定の中継回線，衛星通信，衛星放
送や無線 LAN に利用されている．この他，レーダーも
SHF の直進性を活用した利用システムのひとつで，気
象レーダーや船舶用レーダー等に利用されている．

EHF の波長は，1 mm - 10 mm で，マイクロ波と同
様に強い直進性があり，非常に多い情報量を伝送するこ
とができるが，雨や霧による影響を強く受けて減衰し，
あまり遠くへ伝わることができない．このため，比較的
短距離の無線アクセス通信や画像伝送システム，簡易無
線，自動車衝突防止レーダー等に利用されている他，電
波望遠鏡による天文観測が行われている．

サブミリ波の波長は，0.1 mm - 1 mm で，光に近い
性質を持った電波である．これから様々な新しい応用開
発が期待されている .

本報告では，マイクロ波帯アンテナの各種特性測定
技術と標準供給に関する調査研究結果を報告する．第 2
章では，マイクロ波技術の社会ニーズ動向と我が国にお
ける標準整備状況について述べる．第 3 章では，アン
テナ標準の校正量の定義を説明し，アンテナの放射特性
の各種測定方法を比較しながら，その原理や測定方法の
利点と欠点を述べる．第 4 章では，高周波電界標準の
測定方法について概説し，海外の標準研究所の電界標準
整備状況，NMIJ が実施する電界標準測定方法，光電界
センサを用いた電界標準測定方法について述べる．第 5 
章では，海外の標準研究所の最新の研究開発動向の調査
結果を述べる．最後に第 6 章で，本報告の結論を述べる．

2.　�マイクロ波技術の社会ニーズ動向と日本における標
準整備

UHF は，ラジオ，テレビ放送，RF-ID　（radio frequency 
identifier）などに利用され，ギガヘルツ帯（周波数は
1 GHz 以上）は衛星放送，GPS（全地球測位システム : 
Global Positioning System），電子レンジ，携帯電話，レーダー
など，様々な分野で実用化が進んでいる．さらに高い周波
数帯のミリ波からテラヘルツ波 （周波数 1 THz 以上） の電
磁波は大容量・長距離の伝送を可能とする技術や無線装置
の小型化・低価格化等，利用促進に向けた技術の研究開発
が行われている．より高い周波数を用いた大容量無線通信
実現のためにはアンテナ利得，放射パターン，偏波特性等
の標準供給が必要である．

ここ数十年間にわたって，移動体通信は世界の経済と社
会の発展に大きく寄与しており，今日では世界中の多くの

人々にとって既に日常生活で必要なものとなっている．ま
た，将来の情報化社会においては，あらゆる人とモノが無
線でインターネットに繋がり，移動通信がライフラインと
してより必要不可欠なものになっていくことが予想される．

特に総務省では，2020 年までに通信量が現在の 200 倍以
上になると予測し，電波利用の需要拡大などを目的として，
平成 17 年より「電波資源拡大のための研究開発」事業を推
進しており，平成 27 年度には年間 70 億円以上を投じて研
究開発を支援している4）．2020年開催予定の東京オリンピッ
クに向けて，高精細画像の無線伝送等大容量無線通信のニー
ズが高まっていることもあり，ミリ波，テラヘルツ波を利
用する無線通信システム開発等の研究開発，第 5 世代携帯
電話通信（5G）サービス開始に向けた研究開発が活発に行
われており，80 GHz 程度までの周波数の利用が検討され
ている 5）．5G サービスでは，現在サービスが実施されてい
る第 4 世代携帯電話通信（4G）サービスである LTE（Long 
term evolution），LTE Advanced サービスと異なる通信方式
として，携帯電話基地局と携帯端末間の通信方式に MIMO

（Multiple Input Multiple Output）方式の採用などにより，
NTT ドコモでは，これまでの 1000 倍の大容量化，同時接
続端末数 100 倍を目指す 5）とともに，各種標準化活動も実
施している 6）, 7）．

一方，インターネットやパーソナルコンピュータ，携帯
電話などの普及に伴って，電波を放射する機器が氾濫して
いる．このため，電子機器を開発する際，常に検討しなく
てはならない問題に EMC （Electro-Magnetic Compatibility，
電磁環境両立性） 問題がある 8）．EMC 問題は，妨害電磁波
問題（EMI: Electromagnetic Interference）と電磁耐性問題

（EMS: Electromagnetic Susceptibility） の二つに分けられる．
電子機器からは，意図するかしないかに関わらず一定量の
電磁波が放射されており，電子から放射された電磁波が空
中を伝搬して，他の電子機器に印加された場合，電子機器
が誤作動する原因となり得る．実際に，図書館の防犯ゲー
トシステムが心臓ペースメーカーに誤作動を与える現象な
どが報告されており，携帯電話や RF-ID が心臓ペースメー
カーに与える影響について詳細な検討が行われている 9）．
このように電磁波を発する電子機器が無数に存在する状況
下において，電子機器同士が適切に動作することを EMC 
と呼び，機器メーカーが日々対応を行っている．日常生活
にますます多くの電子機器が入り込み，電波（による無線
通信）の利用機会も拡大しており，電磁環境下での人体の
防護指針が示されている．また，半導体チップは小型化，
微細化，小電力化が進み，チップそのものの電磁耐性は低
下している．家電や，車を輸入する際にも，電磁波干渉の
安全性を証明するために，EMC テストが必要である．こ
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うした背景から，不要放射の抑制という観点からも耐性と
いう観点からも EMC への関心は高まっている．

米国，欧州，アジア，オーストラリアなどの多くの地域
で CISPR （シスプル）（国際無線障害特別委員会：Comité 
international Spécial des Perturbations Radioélectriques: 
International Special Committee on Radio Interference） 規
格が参照され，国内規格として採用されている．EMC 規制
で測定法が標準化されている周波数は現在のところ18 GHz
までであるが，今後の電子機器の利用周波数の高周波化や，
無線機器における三倍またはそれ以上の次数の高調波計測
の義務化によって，将来的にはミリ波やサブミリ波を含む
すべての周波数（数十 Hz - 3 THz まで）において，何らか
の規制が求められるようになるのは避けられない状況であ
る．

計 量 標 準 総 合 セ ン タ ー （NMIJ: National Metrology 
Institute of Japan） が現在供給しているアンテナ標準校正
は，主にアンテナ利得，アンテナ係数，電界磁界強度である．
アンテナは，伝送線路中の電磁エネルギーを空間中の電磁
エネルギーに変換するデバイス，もしくは空間中の電磁エ
ネルギーを伝送線路中の電磁エネルギーに変換するデバイ
スとして定義される．用途・周波数によって様々な形状の
アンテナが存在するが，現在，物理計測標準研究部門電磁
界標準研究グループで標準供給を行っているアンテナは
ループアンテナ，ダイポールアンテナ，EMI 測定用広帯域
アンテナ，ホーンアンテナである．それぞれのアンテナは
対応する周波数が異なっており，ループアンテナは 20 Hz 
- 30 MHz，ダイポールアンテナは 30 MHz - 2 GHz，ログペ
リオディックアンテナは 300 MHz - 1 GHz，バイコニカル
アンテナは 30 MHz - 300 MHz，ホーンアンテナは 1 GHz - 
110 GHz の周波数範囲での標準供給を実施している．

3.　アンテナ標準における測定方法

3.1　アンテナ標準における校正量
アンテナ標準における校正量を表 1 でまとめて示す．

表 1　校正量の定義

3.1.1　反射係数
アンテナの反射係数Γは，伝送線路とアンテナの接続

面における入射電圧  と反射電圧  の比で表される．
伝送線路の特性インピーダンスを Zc，アンテナの入力
インピーダンスを ZIN とすると，反射係数はΓ =
の形式で書くことができ，Zc ＝ZIN のとき，反射係数は
0 となる 10）, 11）．

3.1.2　アンテナ利得とパターン
アンテナ利得G は，アンテナへの入力電力Pin が等方

的に放射された時（無指向性）の放射強度Pin /4πを基
準として，実際の放射パターンで放射される特定方向に
おける放射強度Urad の比として定義される．

Eθおよび Eφは遠方における電界のθ方向成分および
φ方向成分，r はアンテナからの距離，η0 は自由空間中
の波動インピーダンスを表している．（表１模式図参照）．

アンテナから放射される電界は空間的な分布を持つ．
このうち，電界の振幅あるいは電力密度の空間的な分布
を放射パターンという，　360°の利得振幅分布である．
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まだ電界の位相および偏波の空間的な分布を位相パター
ンおよび偏波パターンという．直線偏波アンテナの電界
の 360°方向 2 次元面を E 面（E plane），その直交方法
の 360°方向 2 次元面を H 面（H plane）という．

表 2 は例として，各アンテナの放射パターンを表示
している．アンテナ放射パターンの測定はアンテナ放射
特性評価に必要であり，高信頼化のために，アンテナパ
ターン校正の必要がある．

表 2　一般的なアンテナの種類と放射パターン特性

3.1.3　�偏波分離度（polarization）と軸比（Axial Ratio）
特定方向（θ , φ） に放射される電界を考えた場合，

EθおよびEφの位相は必ずしも一致しないため，EθとEφ

の合成電界を時間の関数として表すと，楕円軌道を描く．

このとき偏波分離度ρの定義はρ（θ , φ）=

．また，位相差 Arg（ρ） =nπ（n=0,1,2,3,…） のとき
直線偏波，Arg（ρ） = ±（1/2+n）π（n=0,1,2,3,…）
のとき円偏波となる．また楕円偏波の長軸と短軸の比を
軸比 AR （Axial Ratio）と呼ぶ．軸比は 1 から∞までの
値をとり，直線偏波のとき AR ＝∞，円偏波の時 AR ＝ 
1 となる .

3.2　絶対校正と比較校正
三アンテナ法：三アンテナ法は特性が未知である 3 個
のアンテナを用いて，3 本の連立方程式を解くことに
よって，それぞれのアンテナ特性を測定する．各国の計
量標準研究機関で多く用いられている 12）．

置換法：利得が未知である被測定アンテナ （AUT：
Antenna Under Test） の受信電力に対する，利得が既
知である利得標準アンテナ（gain-standard antenna）
の受信電力と比から，AUT の利得を求める利得測定法． 
1.5 GHz よりも低い周波数では標準ダイポールアンテナ
が利用され，1.5 GHz よりも高い周波数では標準ホーン
アンテナが使用される．

3.3　遠方界測定（Far field method）
アンテナの放射特性の測定は，理想的には，送信ア

ンテナから照射された電磁波が被測定アンテナ（AUT）
に平面波として入射することが望ましい 13）．このため，
遠方界条件を満たすように送信アンテナおよび AUT
を離す必要がある．具体的には，送信アンテナおよび
AUT の最大径を D とするとき，2 つのアンテナ間の距
離R を

 

を満足するように選ぶ．ただし，λ0 は自由空間にお
ける波長である．寸法が大きい大規模アンテナの放射特
性測定に対しては，必要な距離が大きくなるので，屋外
で測定を行う必要がある．この場合，周囲からの反射波
および散乱波の影響を避けるために，高い建物の上にア
ンテナを設置して測定する方法，送受信アンテナ間に谷
を設計する方法などの送信アンテナおよび AUT の配置
方法が考案されている．アレーアンテナなどの大規模ア
ンテナに対しては，壁からの反射を抑圧できる電波暗
室内に反射鏡を設置し，送信アンテナから反射鏡に電
磁波を照射し，反射鏡より平面波を近距離で再現する
compact range が実用化されている．これに対して，小
型アンテナおよび中規模アンテナの放射特性の測定は，
電波暗室内で実施される．しかしながら，ミリ波帯では
安定な高出力信号を得ることが難しく，距離を離すと信
号レベルが減少するため計測が困難になると同時に，遠
方界条件をみたすためには十分な距離が必要であるた
め，ミリ波帯のアンテナ校正において遠方界法を用いる
ことは現実的には困難である 14）．

3.4　近傍界測定（近傍界－遠方界変換測定）
遠方界測定は直接的にアンテナの特性を測定できる

が，大きい実験場が必要で，設備のセットアップも困難
である．また屋外測定の場合は，周囲地面環境や天候の
影響は大きい．それに対して，電波暗室で行う近傍界測
定では，近傍界で測定した結果から遠方界での測定結果
を計算で算出するため，測定に必要なスペースが小さく，
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周囲の影響も小さい．本節では外挿法と近傍界走査法を
例として説明する．
外挿法（Extrapolation method）：アンテナ間の距離を
変化させながらアンテナ間伝送特性を計測し，無限遠に
おける特性を外挿によって算出する．最も精度が高いが，
正面方向利得しか推定できず，放射パターンの推定はで
きない．
近傍界走査法（Near-field method）：被測定アンテナか
ら一定距離離れた曲面に沿って受信アンテナを 2 次元
的に走査させ，そのときのアンテナ間の伝送特性を，フー
リエ変換やその他の変換をすることによりアンテナパ
ターンを算出する．表 3 で各走査方法を比較した．精
度の高いパターン計測を実現するためには，近傍界測定
が有効である 15）．

表 3　近傍界走査測定方法 16）
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3.5　アンテナ標準供給
ホーンアンテナは構造が簡単で，標準アンテナとして

一番良く使われている．ホーンアンテナのパターンに対
して，平面走査法または円筒面走査法が一番良く適用さ
れる．

表 4 にアメリカ国立標準技術研究所（NIST: National 
Institute of Standards and Technology） の CMC 

（Calibration and Measurement Capability） リストを
示す 17）．NIST はアンテナ校正の整備が最も進んでおり，
放射パターン，偏波分離度校正については唯一 NIST が
CMC リストに掲載している．日本国内では標準ホーン
アンテナの標準整備が急務であり，110 GHz までの利
得校正の整備が完了しているが，パターンの標準は国内

では，ほぼ未整備の状況にあり，アンテナパターン校正
サービスを早急に提供することが必要である．図 2 に
NMIJ におけるミリ波アンテナ利得校正システムを示
す . 図 3 は当該システムによる小型アンテナの 60 GHz
の放射パターンの測定結果である 18）．

図 2　NMIJ のミリ波測定システム　（外挿法）

図 3　�小型 60 GHz アンテナの放射パターン測定例�  
（産総研 - 東工大の共同研究）

表 4　�NIST のアンテナ標準整備状況�  
（CMC リストによる）

Freq.
周波数

Method
測定方法

Parameter
パラメータ

Uncertainty
不確かさ

2-30 GHz Extrapolation Gain 
（0-35 dB） 0.07 dB

30-75 GHz Extrapolation Gain
（0-35 dB） 0.1 dB

2-75 GHz Near-field Gain
（20-60 dB） 0.13 dB

2-75 GHz Far-field Pattern
（-60-0 dB） 0.03 dB

2-75 GHz Near-field Polarization
（-60-0 dB） 0.07 dB

2-75 GHz Extrapolation Polarization
（-60-0 dB） 0.03 dB

4.　高周波電界標準
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4.1　EMC分野における高周波電界標準の必要性
EMI 試験は電子機器が発する電磁波が一定レベル以

上の電磁妨害波を放射していないかを確認する試験で
ある．一方，EMS 試験は電磁波による，電子機器の自
身の動作が阻害されない電磁感受性を確認する試験で
ある．EMI 試験では正しい電界強度を測定するために，
受信アンテナのアンテナ係数は校正されなくてはならな
い．また，EMS 試験では規定レベルの電界強度が照射
されているかを確認するために，試験の前に，電界強度
の測定が必要であり，校正された電界センサーが必要で
ある．

4.2　高周波電界標準の校正量と校正設備概要
4.2.1　アンテナ係数

アンテナ係数 AF は，アンテナに入射する電界強度 E
の平面電磁波と，アンテナ端子の出力電圧 V0 の比であ
る 19）．

 

また，アンテナ利得 G が一定の場合，アンテナ係数
は波長λに反比例する．μ0 は真空の透磁率である．

4.2.2　電界強度
電界強度E は，アンテナとセンサーの距離r において，

利得 Gt の送信アンテナを使って，アンテナへの送信電
力Pt を測定し，次式から計算できる．

4.2.3　電界標準測定設備と整備状況
表 5 に 2014 年 10 月現在の 1 GHz における電界測

定校正の能力を国際度量衡局（BIPM）の KCDB （The 
BIPM key comparison database）で登録されている
CMC リストから抜粋する．11 ヶ国が既に整備済であり，
全世界的にニーズが高い．

表 5　�1 GHz における電界標準測定設備と整備状況（2014 年 10 
月現在）

Country
国

Method
測定法

Frequency
周波数帯

Field
電界強度

Uncertainty
不確かさ

UK
（NPL）

TEM cell
Anechoic 
Chamber

50 k – 2.44 GHz
0.25 - 40 GHz

43.5 - 45.5 GHz

0.05 - 1000 V/m
0.05 - 600 V/m
15 - 140 V/m

0.68-0.80 dB
0.35 - 0.65 dB

0.35 dB
USA

（NIST）
Anechoic 
Chamber 450 M - 40 GHz 1 - 200 V/m 1 dB

Czech
（CMI）

TEM,
Anechoic 
Chamber

50 k – 18 GHz 0.01 - 200 V/m 0.4 -1dB

Korea
（KRISS）

Anechoic
Chamber

0.2-1.1 GHz
0.4 -18 GHz

1 – 60 V/m
1 – 30 V/m

1 dB
1 dB

Switzerland
（METAS）

GTEM,
Anechoic
Chamber

50 k – 18 GHz 0.1 - 60 V/m 1.1-2.0 dB

Sweden
（SP）

Micro TEM
Horn

Antenna

50 M – 1 GHz
1.14-2, 2-8, 8-12.5 GHz

12.5-18 GHz

1 – 65 V/m
1- 200 V/m
1- 200 V/m

1.0 dB
0.9 dB
1.0 dB

Netherlands
（VSL）

GTEM
TEM

0.6 – 3 GHz
1 M – 1.3 GHz

1 – 30 V/m
1 – 100 V/m

0.05-0.10 dB
0.02-0.03 dB

China
（NIM）

GTEM
µTEM

10 M-1 GHz
10 M-1 GHz

10 - 60 V/m
10 - 60 V/m

1.1 dB
0.35 dB

Germany
（PTB） TEM 10 k-1 GHz 1 - 200 V/m 5-12 %

Italy
（INRIM） G-TEM 200 M-1 GHz 10 - 50 V/m 0.2 dB

Russia
（VNIIFTRI）

E-field
generator 300 M to 1 GHz 1 - 20 V/m 0.04-0.06 dB

図 4　電波暗室に設置された測定系の外観図

図 4 は NMIJ の電波暗室に設置された測定系の外観
図である．2.45 GHz の電界強度標準を開発し，2015 年
度 4 月から供給開始となった．2.45 GHz 以上の周波数
帯に関しては，今後の開発課題である．

4.2.4　電界センサーを使った電界強度の測定例
図 5 は NMIJ で開発された光電界センサー（LiNbO3

光学結晶を用いて作成された電界センサー）を用いた電
界計測システムである．光電界センサーは一般的な電界
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センサーより電界分布の影響は少なくなり，低周波では
導波管プローブが不要となり，光電界センサーの放射パ
ターンは微小ダイポールと同じであるため，導波管プ
ローブで必要な放射パターン補正（プローブ校正）が不
要になる点に特徴がある 20）．

図 5.a 極近傍で測定する様子の写真

 

図 5.b 電界強度測定システムの回路図

図 5　NMIJ の光電界センサーを用いた電界校正システム

図 6 はダブルリジットホーンアンテナの距離 10 cm
における周波数 2.5 GHz の電界分布の測定結果である．
図上段はアンテナを床面に対して垂直に設置した場合，
下段は水平に設置した場合の測定結果である．アンテナ
近傍の電界分布は配置に影響されないことが確認でき
た．

図 6　�距離 10 cm，周波数 2.5 GHz の電界分布�  
（産総研 -JEITA の共同研究）

5.　海外の標準研究所の最新測定設備

海外の標準研究所の整備状況を概観し，最新測定設備
を調査するため，2014 年 10 月にアメリカ合衆国のボ
ルダーにある NIST，2015 年 3 月に韓国の大田市にあ
る韓国標準科学研究院 （KRISS） を訪問して施設を見学
した．

5.1　�ロボットを用いた 6DOF （degree of freedom）測
定システム

図 7　NIST の 6DOF ロボット CROMMA

NIST は 2014 年に国際学会 AMTA2014　（Antenna 
Measurement Techniques Association） で，6 自 由 度

（DOF）のロボットを使って，高精度で，トレーサビ
リティが確保された測定システムを発表した 21）．NIST
訪問により，実物の CROMMA （Configurable Robotic 
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Millimeter-Wave Antenna） を見学した．図 7 に示す
ように，このシステムは，数 m3 範囲内で x, y, z 方向の
RMS 誤差が 25 µｍ以下，roll, pitch, yaw は 0.01 度の
精度が実現できる．NIST はこのシステムを近傍界測定
法に用い，標準ホーンアンテナと導波管プローブのプ
ローブ校正を実施する予定である 22）．また，プローブ
校正に限らず，様々な校正が可能であり，自由度の高い
測定システムである．

5.2 KRISS のミリ波測定システム
2015 年 3 月に韓国 KRISS を訪問し，アンテナ校正

設備の見学を実施した．
KRISS では，周波数によって，18 GHz までのマイ

クロ波暗室，2 GHz -110 GHz の周波数帯のアンテナ校
正専用の電波暗室で，ミリ波帯高周波校正システムを用
いて，周波数帯域を 4 つに分けて校正を実施している
23）, 24）．

2 GHz -110 GHz の周波数帯のアンテナ校正を，専用
の電波暗室 （10 m × 7 m × 6 m） で実施しており，利
得校正のための外挿法測定だけでなく，放射パターン校
正のための平面走査近傍界測定，円筒面走査近傍界測定，
球面走査近傍界測定のすべてを，1 つのシステムで実施
できる点に特徴がある．18 GHz までのマイクロ波暗室
は自動開閉レールを用いて，測定中にアンテナの位置に
追従して，アンテナが移動しても常に吸収体がレールを
覆うことができ，レールの影響を最低限に抑えることが
できる．図 8 に示した KRISS のミリ波外挿法アンテナ
校正システムは Linear motor を使って，バックラッシュ
の影響をなくし，より安定性の高いシステムを実現して
いる．

図 8　KRISS のミリ波外挿法校正システム（W-band）

6.　まとめ
本報告では，マイクロ波帯アンテナ標準に関する調査

研究と題して，アンテナ標準・高周波電界標準の校正量
の定義，アンテナ校正手法の原理ならびに海外の標準研
におけるアンテナ校正の整備状況を紹介した．日本でも
世界に比肩するマイクロ波帯電磁波計測の基盤をいち早
く確立することにより，国内におけるマイクロ波帯電磁
波応用分野の産業競争力の維持・発展に貢献することが
求められている．ミリ波帯で，利得校正は 110 GHz ま
で整備を完了しているが，放射パターンの標準は国内で
は，ほぼ未整備の状況にあり，アンテナパターン校正サー
ビスを早急に提供することが必要である．また，EMC
電界強度計測のトレーサビリティの確保のために，ギガ
ヘルツ帯の電界強度の校正サービスのさらなる周波数拡
張が必要である．
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